
資料４　歳入確保の取組調書 所属名： 城東区 所属名： 城東区

担当名： 保険年金担当（管理） 担当名： 総務担当

67123事務事業番号

事務事業名 国民健康保険料収納事務 各種広告事業　及び　行政財産目的外使用許可による歳入の確保

手法・対応策 未収金対策 広告掲載

「その他」の場合
　　→内容を記入

行政財産の目的外使用許可

国民健康保険料収納率向上対策会議を設置し、収納特別対策として、下記項目を実施する。
①所得不明世帯に対する簡易申告回収率の向上
②口座加入率の向上のための勧奨
③不現住調査の徹底
④保険資格の適正化確認
⑤納付計画・誓約の履行確認
⑥長期未収・未接触世帯への文書・電話による接触と納付勧奨
⑦３割減免申請書の回収率の向上

区の広報紙、ホームページ、電子表示板等への広告掲載を図るとともに、飲料水の自動販売機
や証明写真自動撮影機などの行政財産目的外使用許可により使用料の徴収などにより、区独自
の歳入の確保を図っている。

１　区の広報紙への広告掲載
　　　区の広報紙に広告枠を設定し、広告代理店を入札により決定。
２　区のホームページへのバナー広告
　　　直接区役所が広告を募集。現在18枠契約済み。
３　電子番号表示機への広告掲載
　　　住民情報担当の証明書作成状況をお知らせする電子番号表示機に広告を枠を設定。
　　　区役所が直接広告募集。
４　雨傘吸水機への広告掲載
　　　20年度は広告実績なし。

５　行政財産の目的外使用許可
　　　従来から取り組んでいる飲料水の自動販売機等に加え、平成20年度から
　　証明写真の自動撮影機の設置について、目的外使用許可。
　　それぞれ入札により許可事業者を決定。

取組内容

　現在取り組んでい
る、あるいは取組を
予定している内容
について、手法や目
標額(件数)などを含
めて、出来るかぎり
具体的に記入して
下さい。

　　平成２０年度においては、収納率が高い７５歳以上の被保険者が後期高齢者医療制度に移
行したことに伴い、収納率の低下が危惧されているところである。
集中した保険料徴収とともに社会保険加入者調査や文書返戻世帯への不現住調査等を実施
し、資格適正化の徹底を図る。
具体には、下記の設定日に特別徴収対策を実施する。
①年末特別徴収対策→１２月６日（土）　不現住世帯実地調査
②年始特別徴収対策→１月２５日（日）不現住世帯実地調査及び他保険加入者調査
③年度末特別徴収対策→３月２９日（日）不現住世帯実地調査及び長期未接触世帯納付督励
④出納整理期間特別徴収対策→５月２４日（日）他保険加入者調査及び未納世帯納付督励
今後の課題等
滞納累積世帯への対応として、財産調査を行い、資力に応じた納付交渉を行う。資力がありなが
ら納付に誠意が見られない世帯へは、滞納整理指導員の指導・助言等を受けながら滞納処分を
実施する。

・現在広告枠に余裕がある上記２～４について、広告主を積極的に募集する。
・募集にあたっては、この間利用がない雨傘吸水機等について、広告代理店の活用を再度精査
する。
・他の広告媒体・手法について、引き続き検討する。

具体的な考え方

　どのようにして歳
入増を図る、あるい
は新たに歳入確保
を実施しようとして
いるのかについて、
変更点や改善点な
どを含めて、出来る
かぎり具体的に記
入して下さい。

20年決見：
国民健康保険料収納率 ３月末時点　（全体分）８０．７２％　　　大阪市全体７９．５０％
平成１９年度収納率　　　３月末時点　（全体分）８２．７７％　　　大阪市全体８１．２８％

20年決見：１　　　　４８０千円
　　　　　　　２　　　　９９９千円
　　　　　　　３　　　　１７５千円
　　　　　　　４　　　　　　０千円
　　　　　　　５　　　６１０３千円

３ヵ年の実績 19年決算：
国民健康保険料収納率（全体分）８５．７０％　　　大阪市全体８４．７０％

19年決算：１　　　　４０３千円
　　　　　　　２　　　　５７２千円
　　　　　　　３　　　　６２４千円
　　　　　　　４　　　　　　０千円
　　　　　　　５　　　６１５９千円

　取組の成果がわ
かるよう、金額、収
納率等、客観的な
数値を記入して下さ
い。

18年決算：
国民健康保険料収納率（全体分）８５．９２％　　　大阪市全体８４．３７％

18年決算：１　　　　　　０千円
　　　　　　　２　　　　４３５千円
　　　　　　　３　　　　２０８千円
　　　　　　　４　　　　　　０千円
　　　　　　　５　　　　８４９千円


